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(a) 業務の要約 
平成 16 年度の成果報告において我々は、2000 年後半から琵琶湖以東の領域で圧縮性の

変形が著しく緩和し、主圧縮軸の向きも大きく変化していることを報告した。本年度は、

この歪速度の変化が何に起因しているものかを定量的に説明すること、かつこの歪速度の

変化に伴い地震活動に何らかの変化が起こったのかを調べることを目的に研究を進めた。

その結果、インヴァージョン解析により、琵琶湖東部における歪速度場の変化が東海スロ

ースリップによって引き起こされていることを示すことができた。さらに地震活動の時間

的推移を調べた結果、養老断層周辺において、2000 年後半から地震発生率がほぼ半減して

いることを見つけ、その地震活動低下を東海スロースリップ起因の静的応力変化により説

明できることを示した。 
 
(b) 業務の実施方法 
 平成 16 年度の成果より、琵琶湖以東の領域における歪速度場の変化の開始時期が、浜

名湖周辺を中心として観測されるスローイベントの発生開始の時期とほぼ同じであること

がわかっている。そこで我々は、2000 年後半より始まった東海スロースリップ（Ozawa et 
al. 20021)）のすべり分布を推定し、そのすべりが 2000 年後半以降の琵琶湖東部の歪速度

場の変化を説明し得るかを確かめた。まず、東海スロースリップイベントのすべり分布を

得るため、次のような解析を行った。東海地方直下のユーラシアプレート・フィリピン海

プレートの境界面上（136.8～138.4°E及び 34.6～35.4°Nの範囲）に 0.2°間隔で点震源

を設置し、地表の非定常変位とプレート境界面上のすべりを結びつける観測方程式を最小

二乗法により解くことで境界面上の非定常すべりを推定した。本研究ではIshida (1992)2)

によるプレート形状を参考にして 45 枚の矩形断層面を設定した。パラメータの増加により

インヴァージョンによる解が不安定になることを避けるため、すべりが境界面上で滑らか

になるように、ラプラシアンオペレータを用いて拘束を課した。最終的に次のような目的

関数を最小化することにより、各断層面のすべりを求めた。 
O = (d-Gm)T(d-Gm)+K2mTWm        (1) 

ここで、m、d、G はそれぞれ、各断層面上のすべりベクトル、観測データベクトル、

Okada(1985)3)を基にしたグリーン関数マトリクスである。Wはラプラシアンオペレータ

を基にして構成される、断層面上のすべりを平滑化するためのマトリクスである。Kは拘

束の重みである。Kを決定するために、我々はABICを用いた(Akaike, 19804))。本研究に

おいて、ABICは次のように定義される。 
ABIC = NlogO(K)-MlogK2+log| GTG+ K2W |+C   (2) 

ここで N と M はそれぞれデータ及びモデルパラメータの数である。C は K に独立な定数
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である。解析的に K を一意に決定することはできないので、数値的な繰り返し計算により

ABIC が最小となる K を最適な値とした。 
 東海地方におけるスローイベントは 2000 年後半から観測されるが、その非定常な変動

速度は一定ではない（Ozawa et al. 20021)）。そこで本研究では、1997 年から 2004 年 8
月までを、Prd I: 1997 年 1 月～2000 年５月、Prd II: 2000 年 10 月～2001 年 9 月、Prd III: 
2001 年 10 月～2002 年 12 月、Prd IV: 2003 年 1 月～2004 年 8 月、と 4 つの期間に分割

し、Prd Iの期間を定常的な地殻変動場とみなして各期間の非定常なすべり分布を求めた。

ただし、2000 年夏の伊豆諸島でのマグマ貫入イベント及び 2004 年 9 月の紀伊半島南東沖

地震の影響を避けるため、2000 年 6～9 月及び 2004 年 9 月以降のデータは解析に用いな

かった。  
インヴァージョンには、歪速度が減少している地域を含むように 136.3～138.4°E 及び

34.3～35.8°N の範囲にある GEONET 観測点を用いた。各 GEONET 観測点の水平速度

は、n 番目の GEONET 観測局の成分 i の日座標値 x(t)を次のようにモデル化することによ

り推定した。 
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ここで、a は定数項、b は直線トレンドの係数、c はアンテナ交換による人為的ステップ量、

d 及びφは年周変動の振幅と位相、H(t)はヘビサイド関数である。上記で設定した期間に、

解析に影響を与えるような地震は起きなかったことから、本研究では地震によるコサイス

ミックな変動は補正しなかった。全観測点の各成分に対して（3）式をあてはめ、最小二

乗法により各係数を推定して、b を定常的な速度として求めた。ただし、インヴァージョ

ン解析には大潟固定に変換したものを用いた。これらの推定には、国土地理院より公表さ

れている GEONET の最終解析解 F2 を用いた。 
 最終的に、得られたすべり分布から計算される各GEONET観測点の水平速度を、Prd I
の期間の水平速度に加えることにより歪速度を計算し、定常状態から東海スロースリップ

の影響によって変化した歪速度場を求めた。ここで、歪速度の計算にはShen et al. (1996) 

5)による方法を応用した。用いたパラメータなどは昨年度の成果報告書（小林・橋本、2005）
6)に詳しい。 
 
(c) 業務の成果 

得られた非定常すべり分布を図 1 に示す。黒の矢印は推定された各断層面上のすべり速

度を示す。灰色及び白の矢印はそれぞれ各GPS観測点の水平速度の計算値と観測値である。

Prd IIの非定常なすべり速度は、主として浜名湖直下に求まる。その最大値は 7.6cm/yrと
なる。すべりの方向は他の期間とほぼ同じで、プレートの沈み込み方向と反対になる。Prd 
IIIでは、すべり速度はPrd IIと比べ減少し、そのすべり領域はやや北にシフトする。最大

のすべりは浜名湖直下に求まり、その値は 5.2cm/yrと見積もられる。Prd IVでは、依然と

して最大のすべり速度は浜名湖直下にあるものの、すべり全体の領域は更に北方向、すな

わち深部に伸びる。すべり速度は再び増加し、最大値は 8.5cm/yrとなる。このように、す

べりの中心が浜名湖直下に推定されることやすべり速度の時空間変化の諸特徴は、先行研
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究（例えば、Ozawa et al. 20021); Yoshikawa 20037)）で指摘された特徴と調和的である。

解放されたモーメント量は各期間それぞれ 1.5、1.1、1.5 ×1019 Nmとなる。剛性率を 30 GPa
と仮定すると、それぞれMw = 6.7、6.6、6.7 に相当する。Prd IIからIVまでの期間におい

て解放されたモーメントの総量は、Mw = 7.0 と推定され、Ozawa et al.（2005） 8)で推定

されるモーメント解放量Mw 7.1 とほぼ同じになる。図 2、3 にそれぞれ中部・近畿地方

の各期間の面積歪速度及び主歪速度の観測値と計算値を示す。推定されたすべり分布から

計算される歪速度は、琵琶湖東部における歪速度変化をよく説明することがわかる。例え

ば養老断層の南部 (136.7°E, 35.1°N)において、面積歪速度とその最大主圧縮軸の

azimuthの観測値は、Prd II：+1.2

≈

×10-3 ppm/yr、53 deg、PrdIII：-8.0×10-1 ppm/yr、
134 deg、Prd IV：-7.7×10-1 ppm/yr、173 degと推定される一方、その計算値はそれぞれ

Prd II：-2.9×10-1 ppm/yr、56 deg、PrdIII：-8.3×10-1 ppm/yr、142 deg、Prd IV：-7.7×10-1 
ppm/yr、172 degと推定される。Prd IIにおいては、伊豆諸島でのマグマ貫入イベントの

影響が若干残っているためか再現性がやや落ちるが、Prd IIIやIVにおいては、我々の東海

スロースリップモデルが観測値を極めてよく再現していることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 推定された東海スローイベントのすべり分布。黒の矢印は断層面上のすべり速度を

示す。灰色及び白の矢印はそれぞれ各 GPS 観測点の水平速度の計算値と観測値である。 
 
 

このように、2000 年後半以降、琵琶湖東部を中心に見られた歪速度の変化は、東海スロ

ースリップを原因として発生していることが示唆される。このことは海溝域でのすべりが、

そのすべり領域の周辺のみならず 200 km近く離れた地域にも大きな地殻変動を引き起こ

したことを示す。そこで、この地殻変動に伴って内陸の地震活動に変化がないかを調べた。

気象庁一元化震源リストを用いて、歪速度の変化が大きい琵琶湖東部における 1996 年 1
月から 2004 年 8 月までの微小地震の発生積算数を調べた。まず初めに、図 4(a)の左上に
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ある震源分布図の太枠線内（領域 1）から、20 km以浅で発生する地震のみを抽出した。

本解析では、余震活動や群発地震の影響を取り除いて定常的な地震活動を評価するために、

Reasenberg (1985) 9)の手法を用いてデクラスタリング処理を施すことにより、琵琶湖東部

における地震発生率の時間的推移を調べた。領域 1 の地震発生積算数を図 4(a)の細線で示

す。黒及び灰色の線はそれぞれマグニチュード 2.0 以上、1.5 以上の地震を抽出した際の 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図２ Prd I、 II、 III、 IV における中部・近畿地方の面積歪速度及び主歪速度。黒及び

灰色の矢印はそれぞれ主歪速度の圧縮及び膨張成分を示す。  
 
積算数を示す。図 4(a)に見られるように、地震の発生率が 2000 年の夏を境に減少してい

ることがわかる。例えば、M>2.0 における発生率を比較すると、2000 年 5 月までの平均

発生率が 2.60 0.02 /月であるのに対して、2000 年 10 月以降は 2.08 0.02 /月となる。

この 2 期間での地震発生率の変化の度合いを空間的に知るために、我々はM>1.5 の地震に

対してZ値を計算した (Habermann, 1983

± ±

10))。水平面内に 0.05°間隔に格子点を配置し、

各格子点から 50 km以内の地震を抽出してZ値を計算した。ただし、地震数が 50 未満の場

合は計算していない。図 4(b)はその結果を図示したもので、暗色ほどZ値が大きい。Z値が

大きいほど、地震発生率の減少の度合いが大きいことを示す。図 4(b)から、特に養老断層
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周辺で発生する地震活動が、周囲に比べて顕著に低下していることがわかる。そこで養老

断層周辺で発生する地震のみを抽出し（領域 2）、再びその積算数を図 4(a)に太線で示した。

2000 年夏を境にして、地震活動が低下することが明瞭に確認できる。M>2.0 における発

生率を比較すると、2000 年 5 月までの平均発生率が 1.70 ± 0.02 /月であるのに対して、2000
年 10 月以降は 0.79 0.01/月となり、その減少率は 54%となる。 ±

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ インヴァージョン解析により求められた東海スロースリップモデルを用いて推定

れた Prd II、 III、  IV の中部・近畿地方の面積歪速度及び主歪速度。黒及び灰色の

印はそれぞれ主歪速度の圧縮及び膨張成分を示す。スケールは図 2 と同じである。 

 
さ

矢
  
 
地震発生率の減少の開始は、歪速度の変化と同様に 2000 年の夏頃であり、その歪変化

の主要因と考えられる東海地方でのスローイベントの開始時期と調和的である。そこで東

海スロースリップによる静的応力変化との関係を調べるため、次のような式で定義される

クーロン破壊関数の変化（ΔCFF）を計算した。 
 

  （4） nCFF σμτ Δ′−Δ=Δ

ここで τΔ 、 nσΔ 、 μ′はそれぞれ、断層面上でのすべりに対する剪断応力変化、法線応力
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変化、内部摩擦係数である。本計算では、剛性率を 40 GPa、 μ′をStein et al. (1994) 11)

に倣い 0.4 と仮定した。養老断層周辺の微小地震のメカニズムは詳細に知られていないこ

とから、本研究では養老断層を参考に、走向、傾斜角、すべり角をそれぞれ 150°、45°
90°と仮定して半無限弾性体中の深さ 10 kmにおける応力変化を計算した。計算には、Prd 
IIからIVまでの期間で推定された東海地方の非定常すべりの 4 年間の総量を用いた。図５

は上記の断層パラメータに対して計算されたΔCFFである。暗色ほど小さい値を示す。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４ (a)琵琶湖東部における 1996 年 1 月から 2000 年 8 月までの地震発生積算回数。20km
以浅で発生した地震のみを抽出した。黒及び灰色はそれぞれ M > 2.0 及び M > 1.5 の地震

に対する積算回数。細線、太線はそれぞれ領域１、領域 2 における地震発生数。震源分布

図内（左上）の太枠線は領域 1、細枠線は領域 2 を示す。(b)養老断層及び濃尾断層帯周辺

で発生する M > 1.5 の地震に対する Z 値。比較される 2 期間は 1996 年 1 月～2000 年 5 月

と 2000 年 10 月～2004 年 8 月である。 

 
 
 
 
 
 
 
CFFの変化は養老断層付近で負の値を示し、地震活動の低下を示唆する。地震に伴う応力

変化と周囲の地震活動の変化に関する先行研究によれば、一般的に 10 kPa以上の静的応力

変化で地震活動に変化が見られるといわれている。しかし本事例においては、4 年間で

-5~-11 kPa と い う 小 さ な 変 化 し か み ら れ な い 。 速 度 及 び 状 態 依 存 摩 擦 構 成 則

（Dieterich ,199412))による定式化では、すべりが一定速度で継続する場合、定常的な地

震発生率は、震源断層面上にかかる剪断応力速度の変化に比例して増加/減少するとされる。

東海地方でのスローイベントが開始したのと同時にその地震活動も変化したことを考える

と、本件の場合も断層面上にかかる剪断応力の速度変化に反応したと考えるのが妥当なの

かもしれない。今後、東海スローイベント終了後の養老断層付近の地震活動も含めた応力

変化の定量的評価が、地震発生論の見地からも重要な課題となってくるであろう。 
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 図５ 東海スロースリップモデルにより計算される養老断層に対する CFF 変化。単位は

kPa。計算対象とされる断層面は、走向、傾斜角、すべり角がそれぞれ 150°、 45°、90°。

剛性率および内部摩擦係数はそれぞれ 40 GPa および 0.4 と仮定。 
 
 
 
 
(d) 結論ならびに今後の課題 

中部及び近畿地方の GEONET データを用いたインヴァージョン解析を行うことにより、

2000 年後半からみられた琵琶湖以東の領域における歪速度場の変化が、東海スロースリッ

プイベントにより引き起こされていることを示すことができた。さらに琵琶湖東部におけ

る地震活動度の時間的推移を調べた結果、養老断層周辺において、2000 年後半から地震発

生率がほぼ半減していることを見つけた。推定された東海スロースリップモデルを用いて

計算された静的応力変化により、養老断層周辺の地震活動の低下を説明できることを示し、

海溝域でのすべりが 150km も離れた内陸の地震活動に影響を与えた可能性を示した。今後

は、東海スローイベント終了後の養老断層周辺の地震活動を調べ、地震発生領域の応力変

化と地震活動の関係をより定量的に評価することが重要な課題となる。 
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